
 

 

 

平成 27 年 11 月 13 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  上 野  剛 史  

（コード番号 ７８９３ 東証第一部） 

問合せ先 取締役執行役員 社長室長 大和田雅博 

   電話番号       ０３－５７７７－３１１１ 

 

 

「プロネクサス コーポレートガバナンス・ガイドライン」制定のお知らせ 

 

 

当社は、平成 27 年 11 月 13 日開催の取締役会において、「プロネクサス コーポレートガバナンス・ガイド

ライン」（以下、「本ガイドライン」といいます。）を制定することを決議いたしましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 

記 

 
１．制定の理由 

 当社は、本年６月より上場会社に適用されております「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨を踏

まえ、株主等ステークホルダーに対してコーポレートガバナンスについての考え方や枠組みを示すととも

に、当社役員および従業員の行動指針とすることで、コーポレートガバナンスのさらなる充実を図ること

を目的として定めるものです。 

 

２．本ガイドラインの構成 

   本ガイドラインは、当社におけるコーポレートガバナンスの基本的な考え方やその取り組みについて体

系化したものであり、以下の項目で構成しております。 
 

   第１章  コーポレートガバナンスについての基本的な考え方 

   第２章  株主等ステークホルダーとの関係 

   第３章  適切な情報開示と透明性の確保 

   第４章  取締役会 

   第５章  監査役会 

   第６章  取締役および監査役 

 

 当社は、本ガイドラインを通じて、株主をはじめとした各ステークホルダーに評価され、持続的な成長と中

長期的な企業価値のさらなる向上に取り組んでまいります。 

詳細は、添付の「プロネクサス コーポレートガバナンス・ガイドライン」をご参照ください。 

 

以 上  
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プロネクサス コーポレートガバナンス・ガイドライン 

２０１５年１１月１３日 制定 
 
 本ガイドラインは、当社におけるコーポレートガバナンスの考え方や枠組みを示すことを通じて、株

主価値の最大化と株主等ステークホルダーから評価され、永続的な発展と成長を続けることを目指すと

ともに、当社が資本市場の発展に貢献する社会的使命の重要性を踏まえ、取締役、監査役および従業員

の行動指針とすることで、当社コーポレートガバナンスのさらなる充実を図ることを目的として定める

ものです。 
 
 
第１章 コーポレートガバナンスについての基本的な考え方 
 
１－１（基本方針） 

   当社は、顧客、株主、従業員、地域社会、資本市場関係者等のステークホルダーの立場を踏まえ、

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、経営を効率化し、経営責任を適切・公正に遂

行するため、絶えず実効性の面から経営管理体制の見直しと改善に努めております。 

また、タイムリーかつ正確な経営情報の開示に努め、経営活動に対する監視・チェック機能の強

化、透明性の向上、コンプライアンスおよびリスク管理の徹底を図ることでコーポレートガバナン

スを充実させていくことが、経営上の最重要課題のひとつであると考えております。 

１－２（経営理念と行動基準） 

   当社は、社会的使命と使命実現のために当社が追求すべきことを、経営理念として定めます。 

 

  ＜経営理念＞ 

１．私たちはプロフェッショナル集団を目指します。 

２．私たちはお客様に信頼されるパートナーを目指します。 

３．私たちは法令遵守と情報セキュリティを追求します。 

４．私たちはグローバルな視点から優れたサービスを創造し続けます。 

５．私たちは企業市民としての責任に留意し、持続可能な成長を目指します。 

 

   また、上記経営理念に基づき、従業員一人ひとりがいかに行動すべきかを、以下２つの行動基準

に定め、当社の取締役、監査役および従業員に周知徹底させるとともに、取締役会および執行役員

会での報告等を通じて、実践状況の確認を行っております。 

「PRONEXUS 行動基準」・・・事業会社としてのビジネスにおける行動基準。 

「社会・環境行動基準」・・・企業市民としての社会・環境面における行動基準。 

１－３（内部統制システム） 

当社は、「内部統制システムの基本方針」に基づき、全社的なコンプライアンスを推進するための

担当組織、関連規程およびコンプライアンスマニュアルを定め、全従業員への継続的な教育を行っ

ています。また、当社「リスク管理規程」に基づき、経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリス

クに対し、未然防止、再発防止および迅速な対応に努めます。 
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また、代表取締役社長直属の内部監査部門を設置し、法令遵守、内部統制の有効性と効率性、財

務内容の適正開示、リスクマネジメントの検証等について、各部門、工場、グループ会社などの監

査を定期的に実施し、チェック・指導するとともに、監査役との情報共有等の連携を図っておりま

す。 

１－４（中長期的な経営戦略等） 

   当社は、取締役会にて中期経営計画および年度計画を定め、当社として達成すべき目標を明確化

するとともに、各執行役員の所管する部門ごとに業績目標を明確化し、その進捗を執行役員会で定

期的に報告させ、執行役員の業務執行を監督します。 

 

第２章 株主等ステークホルダーとの関係 
 
２－１（株主の権利・平等性の確保） 

  当社は、株主の権利が確保され、その権利が有効に行使されるよう、以下のとおり対応し、少数

株主、外国人株主を含む全ての株主の平等な取扱いに配慮します。 

  ①株主が株主総会において有効に議決権を行使するため、適切な対応を行う。 

  ②株主の議決権行使における適切な判断に資するよう、適確な情報提供を行う。 

   ③株主総会決議事項の一部を取締役会に委任する内容や株主に重大な影響を及ぼす資本政策等を

株主総会に提案するにあたっては、取締役会において、その必要性・合理性について十分な議

論を行う。 

２－２（株主総会の権利行使における環境整備） 

   当社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識し、株主が総会議案について十

分な検討期間を確保できるよう、以下のとおり対応することで、権利行使に係る適切な環境を整備

します。 

   ①招集通知は原則株主総会開催日の３週間前までに発送し、当該発送日までに当社ホームページ

にて開示する。 

   ②招集通知の内容は平易な表現かつ図表などを用いて分かりやすいものとなるように努め、議案

の内容等主要な部分を英訳し、上記①の招集通知発送日までに開示する。 

   ③議決権行使に際しては、インターネット等による環境を整備するとともに、議決権電子行使プ

ラットフォームに参加し、機関投資家や海外投資家の議決権行使の円滑化を図る。 

   ④信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等が、株主総会において自ら議決権の行使を行

うことを予め希望される場合、事前に信託銀行等と協議のうえ、対応につき適切に検討する。 

２－３（株主との対話） 

   当社は、株主との建設的な対話を通じて、当社の経営戦略等に対する理解を得ることを目指し、

当社「ＩＲポリシー」に基づく適切な対応を行います。 

２－４（資本政策および利益還元方針） 

   当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組むため、収益力および資本効率の向上

に取り組んでおります。この観点から、営業利益率 10％以上、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）8％

以上を主要な経営目標として掲げることで、安定した収益力と強固な財務基盤確保を目指してまい

ります。 
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   また、当社は株主への利益還元を経営の重要課題と認識し、安定配当をベースに業績および経営

環境等を総合的に加味した配当の継続を基本方針としており、連結配当性向 30％以上を基準として

おります。 

２－５（政策保有株式） 

   当社は、顧客および取引先等との安定的・長期的な取引関係の維持・強化の観点から、当社の中

長期的な企業価値向上に資すると判断される場合に限り、株式の政策保有を行います。また、政策

保有株式に係る議決権行使については、当該企業の状況や取引関係等を踏まえ、議案に対する賛否

を判断するものとします。 

   なお、保有する政策保有株式については、定期的に取締役会へ報告し、投資の妥当性や経済合理

性の判断を行っております。 

２－６（株主以外のステークホルダーとの適切な協力関係等の構築） 

当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上は、顧客、従業員、地域社会、資本市場関係者

等のステークホルダーの貢献により実現されるものであり、当社は、各ステークホルダーとの適切

な協力関係の構築に努め、経営活動を遂行します。 

また、当社は社会・環境問題をはじめとするサステナビリティー（持続可能性）を巡る課題を踏

まえ、「経営理念」に基づく「社会・環境行動基準」を制定することで、これらの課題に積極的・能

動的に取り組むとともに、全従業員への浸透を図ります。 

 

第３章 適切な情報開示と透明性の確保 
 
３－１（情報開示に関する基本方針） 

   当社は、ステークホルダーから正しく理解され評価されるために、当社の財務状態、経営成績等

の財務情報や、経営戦略、コーポレートガバナンス充実に向けた取り組み、リスク管理等の非財務

情報について、適切な情報開示を行い、情報開示の透明性を確保します。 

３－２（適切な情報開示に向けた取り組み） 

   当社は、「ディスクロージャーポリシー」および「ＩＲポリシー」に基づき、以下の取り組みを通

じて、迅速、正確かつ公平なディスクロージャーを実行します。   

   ①証券市場の公正性と健全性の確保の観点から、投資判断に影響を及ぼすべき未公表の重要情報

の管理の重要性を認識し、これを厳格に管理する。 

   ②外国人株主に対する平等性の観点から、決算短信、決算説明資料等、主要な開示資料の英語版

を提供する。 

３－３（適正な監査の確保） 

当社は、外部会計監査人による高品質な監査を可能とするよう、開示書類の作成スケジュール等

に配慮するとともに、代表取締役社長との定期的な面談や四半期レビュー等における監査役等との

連携を通じ、財務報告の信頼性向上を図ります。 
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第４章 取締役会 
 
４－１（取締役会の役割・責務） 

   取締役会は、株主に対する受託者責任を踏まえ、中長期的な企業価値向上を目指し、当社の経営

に関わる重要事項の審議および意思決定ならびに会社の事業、経営全般に対する監督を行います。 

４―２（取締役会の構成） 

   取締役会は、当社グループの事業に関する深い知見を備えるとともに、財務会計、リスク管理お

よび法令遵守等に関する多様な知見・専門性を備えた、全体として適切なバランスの取れた構成と

し、その員数は 10 名以内とします。 

４－３（取締役会の経営陣への委任範囲） 

   取締役会は、法令で定められた専決事項および当社「取締役会規程」に定める事項の決定を行い

ます。その他の主要な業務執行の決定については、当社「職務権限規程」において、その権限委譲

の範囲を定めています。 

   また、当社は経営と執行の分離の観点から執行役員制度を導入しており、各執行役員は、当社「執

行役員規程」、「組織規程」および「職務権限規程」に基づき、所管する各部門の業務を執行しま

す。 

４―４（取締役会における審議の活性化） 

  当社は、取締役会を問題提起等含めた自由闊達で建設的な議論・意見交換の場とするため、以下

のとおり実施することによって、会議運営の円滑化を図ります。 

  ①取締役および監査役に対する十分な情報の提供および社外取締役・社外監査役との連絡・調整

を行うため、取締役会事務局を設置する。 

  ②取締役会事務局は、予め年間の取締役会開催日程および予定されている議題をまとめ、取締役

および監査役に案内する。 

  ③取締役会に付議する議題等資料は、原則として取締役会の前に配布する。 

   ④特に社外取締役および社外監査役に関しては、取締役会の議題以外にも必要とされる情報が提

供されるよう、就任時を含め継続的に当社の事業内容や経営環境に関する情報を提供する。 

４―５（関連当事者間の取引） 

   当社は、役員等関連当事者との間で利益相反取引を行う場合には、当社「取締役会規程」に基づ

き、当該取引が当社および株主共同の利益を害する懸念がないことを確認したうえで、予め取締役

会の承認を得ることとしております。また、取引実施後、当該取引に係る重要な事実を取締役会に

報告します。 

４－６（取締役会の実効性分析・評価） 

   当社は、取締役会の実効性の維持・向上のため、取締役会の分析・評価を定期的に実施し、その

結果の概要を開示します。 
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第５章 監査役会 
 
５―１（監査役および監査役会の役割・責務） 

   監査役および監査役会は、株主の負託を受けた独立の機関として、取締役の職務の執行を監査す

ることにより、企業の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制を確

立する責務を負っています。 

５－２（監査役会の構成） 

   監査役会は、その期待する役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバ

ランスよく備え、財務・会計に関する適切な知見を有している者を１名以上含んだ構成とし、その

員数は４名以内とします。 

５－３（外部会計監査人の選任） 

   監査役会は、外部会計監査人の選定にあたり、当該監査人の監査体制や日本公認会計士協会の「独

立性に関する指針」に基づく独立性および品質維持に係る取組みの報告等を通じて総合的に判断し

ております。 

 

第６章 取締役および監査役 
 
６－１（取締役および監査役候補者の指名方針・手続） 

  ①取締役 

当社の幅広い業務分野に関し、十分な知識・経験・能力を有していることはもちろんのこと、

経営判断能力にすぐれ、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献することが期待

できる者を候補者として指名し、取締役会にて決定しております。 

   ②監査役 

     取締役の職務の執行に対し、独立的な立場から適切に意見を述べることができ、監査役とし

てふさわしい人格、識見および倫理観を有している者を候補者として指名し、監査役会の同意

を得たうえで、取締役会にて決定しております。 

   また、社外役員候補者については、上記に加え、企業経営、財務会計、法律およびＩＴ等の専門

分野において高い見識や豊富な経験を有していること、客観的な立場から取締役の職務執行を監督

するとともに、率直・活発で建設的な意見・提案により取締役会を活性化するための資質を備えて

いること、ならびに次項に定める独立性判断基準を考慮しております。 

６－２（独立性判断基準） 

   当社は、社外取締役および社外監査役の選任にあたり、会社法や東京証券取引所の企業倫理規範

に定める独立性の基準に照らして一般株主と利益相反の生じるおそれがない者で、かつ、専門的な

知見に基づく客観的かつ適切な監督または監査といった役割が期待できる者を候補者としておりま

す。 

６―３（取締役および監査役の報酬） 

  当社の取締役の報酬等の額は、各取締役の職責および経営への貢献度に応じた報酬と、役位に応

じた報酬、また会社業績や各取締役の成果に連動して算定する報酬とを組み合わせて算定すること

を基本としており、報酬等の算定方法の決定に関しては、取締役会での承認を得ることとしており

ます。 
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監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、常勤監査役と非常勤監

査役の別、社内監査役と社外監査役の別、業務の分担等を勘案し、監査役の協議により決定してお

ります。 

また、役員持株会を設け、役員の自社株式購入を奨励しております。これにより、企業業績への

役員の責任を明確化するとともに、業績向上への貢献を促進しております。 

６－４（取締役および監査役の兼任） 

取締役および監査役が当社グループ以外の会社の取締役、監査役、執行役または執行役員等を兼

務する場合は、当社グループの事業等を理解する等、その責務を適切に果たすために必要となる時

間を確保できる範囲に限るものとし、兼職の状況について定期的に取締役会へ報告します。 

６－５（取締役および監査役のトレーニング） 

  当社は、取締役および監査役が、その役割や責務を果たすために必要なトレーニングおよび情報

提供を適宜実施します。また、新任の社外取締役および社外監査役に対しては、当社の主要事業所

や工場の見学および当社グループの事業・財務・組織等概況に関する説明会等を通じて、当社グル

ープについての知識・理解を深めております。 

 

以 上  


